当面の闘争方針(案)

１．2010秋期闘争の推進について
Ａ　2010賃金確定闘争

【若干の経過と情勢】

①　人事院勧告２年連続マイナス、56歳以上の定率カットを強行

　人事院は８月10日、月例給、一時金ともに２年連続引き下げるとともに、56歳以上かつ行（一）６級以上の高年齢層職員の俸給月額等を1.5％減額するとした勧告を行いました。自治労・公務員連絡会は、月例給の水準維持、生活を守る一時金支給月数の確保、さらに、高年齢層職員の定率減額はこれまでの公務員給与の原則を大きく逸脱することから内容の撤回を求めてきましたが、非常に不満な内容となりました。

　勧告の具体的な内容は、（ア）月例給は0.19％、757円のマイナス改定、ⅰ）俸給表の平均0.1％の減額改定（40歳台以上。若年層は据え置き）、ⅱ）当該年度に56歳以上となる行政職(一)６級以上に相当する職員については、俸給月額等に一定率（1.5％）を乗じて得た額を減額すること、（イ）一時金は、0.2月のマイナス改定により年間支給額3.95月とする、（ウ）年間給与の調整については、2009年と同様の制度調整方式とし調整率は△0.28％、（エ）超過勤務時間の月60時間超計算における法定休日（日曜日等）の算入などとなっています。

　また、意見の申し出・報告の主な内容は（ア）給与構造改革と地域別官民給与較差の公表。50歳台給与のさらなる引き下げ検討、（イ）定年延長にむけた検討課題の提起、（ウ）病気休暇制度の見直しとメンタルヘルス対策、（エ）非常勤職員適用の育児休業法の改正という内容です。

②　民主党政権の内部にも勧告を上回る給与引き下げを示唆、組合員のはがき行動を提起

　自治労・公務員連絡会はこうした人事院勧告に対し強く抗議し、８月10日政府に要求書を提出、また、公務員連絡会地方公務員部会としては11日に全人連、総務省給能室長に申し入れを行い、23日には地公給与決定に関して交渉を行ってきています。

　その後の給与関係閣僚会議においては、総務大臣や厚生労働大臣は労働基本権制約の代償機関としての役割から完全実施を主張する一方、財務大臣などからは参議院選挙の結果やこれからの公務員制度改革の方向を踏まえて、勧告以上に国家公務員給与を引き下げるべきとの意見も出されています。さらに、臨時国会の開会時期は現在のところ未定ですが、その中でみんなの党が公務員給与カット法案等を提出して、政府・与党を追及することが想定されており、“ねじれ”臨時国会のもとで、“政争の具”として公務員給与問題が扱われることはさけられない情勢といえます。

　このように2010年の人勧の取扱いをめぐる情勢は、ここ数年と比べてもさらに一段と厳しさを増し、かつ不透明なものとなることが予想されます。こうした本年の人勧の取り扱いをめぐる厳しい情勢を踏まえ、人勧の閣議決定に向けて、公務員連絡会は官房長官、総務大臣宛の要求はがき行動を全組合員で取り組むことを決定し、自治労北海道本部としては大型はがき行動を行っている最中です。

③　人事院勧告は2011年が最後の勧告、労働基本権制約の代償機能としての役割は

　2012年の自律的労使関係制度の措置により、これまでの議論経過から、協約締結権の回復と勧告制度の廃止がいよいよ実行される予定です。最低でも2011年勧告が人事院の最後の勧告になりますが、それまでの間は人事院勧告について、勧告制度の適用対象となっていることについて、重く受け止めざるを得ませんが、（ア）勧告は今回も入れて２回しかないこと、（イ）自治体の財政事情により６割を超える自治体が勧告に準じた措置が取られていないことなどから、事実上、労働基本権の代償機能としての役割は果たしていない点を再確認する必要があります。よって、これまで北海道本部が勧告制度に対して取ってきた姿勢は、「勧告を参考にして、労使交渉によって賃金・労働条件を決定する」ことであるため、この意味をしっかりと各単組段階で共有化し、自治体交渉にあたる必要があります。逆に交渉を行わなければ、賃金労働条件の維持・改善は不可能であることも一方で十分に理解することも重要です。

④　原口総務大臣の「助言は抑制的にすべきだ」答弁を契機に特別交付税制度の見直し実施

　2009年誕生した新政権において、特に自治体職員の給与等に対し、総務省の助言は抑制的であるべきだとの趣旨を原口総務大臣が答弁しました。これを契機に、2009年の年間給与の制度調整を行わなかった自治体（ラス指数が全国平均98.5を下回る自治体）は、特別交付税が減額されませんでした。独自削減などで勧告より遙かに低い水準であっても、制度調整を実施しないとした自治体には特別交付税の減額が強いられてきたこれまでの仕組みとは大きく変わりました。ただし、このような措置は2009年度限りとされていますが、2010年度においても大きく条件が変わらなければ、自治労本部は2009年同様の取扱いを総務省に対して求めることとしており、このような条件を生かしながら、賃金確定闘争において自宅住居手当の維持や独自削減を踏まえて年間給与の調整を行わせない等の個別の課題を追及する必要があります。

⑤　高年齢層職員の給与等の減額措置や年間給与の制度調整に反対

　特に高年齢層職員の年齢による給与の引き下げについては、その適用が行（一）の６級以上としましたが、民間では再雇用制度や役職定年という条件変更に伴う水準の低下に対して、公務労働の任用制度との整合性を取って、明確なデータを示しながら議論されたものではありません。全くデータを示さずに一方的に高年齢層職員の給与差を解消するという手法は断じて認めることはできません。また、年齢による差別を強要するもので、これまで給与制度の根幹としていた職務給の原則等の基本原則に反することは明らかです。

　マイナス勧告による年間給与の制度調整は、これまで自治労道本部が指摘しているように、結局はすでに支給した給与を事後に減額するという手法ですので、「不利益不遡及の原則」に抵触する可能性があります。また、その調整の対象者についても、給与制度見直しの経過措置対象者（現給保障適用者）全員と俸給表におけるマイナス改定のある職員ということで職員間の均衡に欠いた措置といえます。

　従って、こうした問題点も多い勧告については、条件としては非常に厳しいですが、交渉によって、職員の賃金労働条件を確保するしかありません。特に高年齢層職員の給与定率引き下げは絶対に認めない立場で交渉を強化する必要があります。

⑥　定年年齢の段階的引き上げに向けて、年内に意見の申し出を

　2009年の報告以降、人事院は平成22年中を目途に具体的な立法措置のための意見の申し出を行うことができるよう鋭意検討が進められてきていました。具体的にはⅰ）定年制度の見直し（定年年齢の引き上げ、困難職種、意向聴取等）、ⅱ）給与制度の見直し、ⅲ）役職定年制、ⅳ）定年前の短時間勤務制度、ⅴ）その他（早期退職支援、定員等）が検討課題とされてきました。2010年の「定年延長に向けた制度見直しの骨格」の提示に当たって最大の課題となったのは、定年延長をどのように進めるかではなく、50歳台後半層の給与水準を引き下げることが焦点となりました。これは与野党問わず公務員の総人件費の削減議論、特に高齢者給与の引き下げの強い政治的圧力がある中、人事院がこれに応えようとした動きでした。こうした動きに対し、公務員連絡会からは官民の給与差については、毎年の較差を調整する中で対応すべきと主張してきた結果、50歳台後半層職員の給与引き下げ問題については、今年の官民較差の上の議論となり、定年延長に係わってはこの問題を除いて議論が行われて「骨格」が示されてきました。しかし、人事院において50歳台給与問題は定年延長の議論の中で解消したいとしており、決して予断は許さない情勢といえます。

　このような極めて厳しい情勢の中ででも、年金と雇用の接続を完成させるため、60歳以降の給与水準や定員の取扱い等を中心に議論を行い、定年延長を求めていく必要があります。

⑦　独自削減自治体は92自治体、52％が勧告を無視した対応を継続

　独自削減実施自治体は、2009年と比べ若干少なくなりましたが、92単組（自治体数）52％（2010年４月１日現在）となっています。その一方で、独自カットをしていない単組（自治体数）は86単組へ増えました。この要因は世界同時不況といわれた2008年から2009年にかけた急激な税収の落ち込みはあったものの、政権交代となって、地方交付税が全体で約１兆円程度増額されたことに伴うものといえます。しかし、それでも自治体数で５割を超える独自削減の実態については、厳しく受け止めなければなりませんし、そもそも、勧告とは別の臨時的緊急的な措置ですが、恒常的に実施することは勧告制度の否定につながるものです。引き続き一方的な実施に反対し、十分な労使交渉と財政見通しの明示などを求め、同時に長期間続いている単組は、期間限定を明示させる等の対応が必要です。


●独自削減の推移

	
	05.4.1
	06.4.1
	07.4.1
	08.4.1
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	10.4.1


	給　料
	48
	46
	48
	57
	44
	36

	給料＋
一時金
	18
	23
	29
	26
	30
	23

	一時金
	38
	23
	21
	17
	16
	8

	その他
	18
	17
	18
	17
	22
	25

	合　計
	122
	109
	116
	117
	112
	92


⑧　札幌市・北海道の人事委員会勧告の動向は

　札幌市人事委員会は９月16日、一時金は国と同様に0.2月の減額、月例給の公民較差は0.04％の順較差を踏まえ給料表の改定は行わないとする内容の勧告を行いました。また、高年齢層職員の定率削減や自宅所有者の住居手当については勧告においては一切触れられていません。札幌市においては平成11年度からマイナス勧告が続く厳しい状況ですが、今年の場合は一時金の減額勧告のみに止めています。政令市においては高年齢層職員の給与減額について、一部を除き、全国的な動向を踏まえるという中で慎重な判断が行われているところです。

　一方、北海道人事委員会は、道職員の長期間にわたる独自削減に対する姿勢は一定示すものの、停止勧告を行うことや職員に実際に支給されている水準から較差を出すべきという切実な要求に対し、明確な回答を示していません。また、高年齢層職員の定率減額は、不当にも人事院勧告を踏まえ勧告する姿勢を堅持しているところです。さらに、寒冷地手当について、道人事委員会が本年独自に実施した道内民間企業の実態調査をもとに支給額や地域区分等の見直しを勧告する動きにあります。地公三者共闘として、現在、署名行動などの取り組みを進めていすが、10月上旬（道議会最終日＝８日頃）の勧告日に向けて、道人事委員会との交渉が強められているところです。

⑨　人事院勧告の取扱いの不透明さと地域民間賃金準拠の圧力で厳しい攻防

　例年、人事院勧告の取扱い方針の閣議決定は、概ね９月下旬頃に行われていたところですが、2010年は民主党の代表選挙後に内閣改造が予定されているため、その新内閣の下で本格的に検討が行われる見込みであり、例年より時期が遅れることが想定されます。さらに、すでに触れたような政府・民主党内部における公務員給与に対する議論やみんなの党の動向等により、今年の人事院勧告を取りまく動向は非常に不透明な情勢です。

　このような人事院勧告をめぐる情勢がある一方で、各都道府県の人事委員会において、引き続き、地域民間賃金の水準に準拠させるとの動きが強まってきていますが、これらの厳しい情勢を踏まえて2010賃金確定闘争の取り組みを進めていかなくてはなりません。

【2010賃金確定闘争の展開】

①　2010確定闘争は、人事院勧告と札幌市人事委員会（９月中旬）および道人事委員会勧告（10月上旬）に向けた取り組みを踏まえ、12月の給与条例改正提案議会開会前＝11月下旬（地公三者の山場・道議会開会の１週間前＝11月25日を開会予定とすれば11月18日頃）を最大のヤマ場として道本部の統一闘争として展開します。

②　道本部は、地公三者共闘に結集するとともに道人事委員会勧告後直ちに、対道交渉を実施し、各地本・単組段階での取り組みの環境整備をはかります。

③　各単組は道本部の獲得目標にむけて統一的な交渉と取り組みを展開します。

【2010賃金確定闘争の基本的指標】

①　2010年度の給与改定に関しては、自治体労働者の生活を維持する意味からも、2010人事院勧告の内容を最低限とし、さらに改善可能な賃金水準を確保することをめざします。

　具体的には、次のとおりとします。

ア　基本賃金および期末・勤勉手当については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善をはかります。

イ　50歳台後半層職員の給与定率引き下げには反対します。

ウ　例月給与引き下げに伴う年間給与の調整に対しては、制度調整方式を取るとしても事実上の不利益遡及となることから反対します。仮に調整せざるを得ない場合は、独自削減等を考慮させ、新給料表より支給実態が下回る場合は、給料表を変更させない、制度調整は行わせない、あるいは独自削減の水準を引き下げる等、勧告と独自削減の二重削減は避けるよう求めます。特に2009年度に取られた平均ラス指数未満の自治体における特別交付税の取扱いの変更について当局側へ示すなど、交渉を強化します。

エ　期末・勤勉手当について、最低限、国の支給月数とします。0.2月削減については独自削減がある場合はそれとの相殺を行わせるとともに、独自削減が無い場合は、実施時期を遅らせるよう交渉を強化します。

オ　自宅所有者の住居手当については、引き続き現行支給額を維持するよう交渉を強化します。

②　時間外勤務手当60時間超の法定休日の取扱いについては、国に遅れることなく措置するよう求めます。

③　財政危機を理由とした独自の給与削減に反対し、実施単組では早期停止、期間限定措置を要求します。

④　給与制度見直し後の取り組みについては、これまでの目標（給料表７級以上、到達級５級以上）を踏まえ、2006年以前の水準への到達をめざし、引き続き、賃金水準の改善・到達闘争を構築します。

ア　給料表は７級以上をめざします。

イ　組合員の到達級は５級以上とします。

ウ　級別格付け基準など昇格・昇給基準の短縮・改善をはかります。

エ　昇給号俸の抑制を実施した単組は、人事院勧告に基づき2011年４月に１号俸の復元を最低要求に、抑制された全号俸の復元を要求します。

オ　枠外に在籍する職員の実態に応じて号俸の増設を要求します。

⑤　新たな人事評価制度については「人事評価制度単組交渉の５つの指針」（07年２月道本部中央委員会決定）にもとづき次のとおり取り組みます。

ア　国の実施状況を見極め、拙速に導入しないこと。

イ　人事評価制度は労使交渉事項であること。

ウ　人事評価制度は原則として人事任用に活用すること。

エ　人事評価の結果は賃金制度と直結しないこと。

オ　具体的な制度は「４原則・２要件」を担保。

⑥　臨時・非常勤職員の賃金改善や育児休業・休暇、介護休業等の新設など取り組みます。

⑦　上記の他、各単組は、別記の統一要求および単組の未解決課題の解決をはかります。なお、2010賃金確定闘争の最低妥結基準については、別途、機関会議などで提起し確認します。

【具体的な取り組み】

　人事院勧告の閣議決定をめぐる動きが極めて不透明であることから、具体的な取り組みについては、当面して例年どおりのスケジュールで提起をします。また、情勢によっては、日程の組み替えや取り組みの補強など出てくる場合がありますので、その場合は別途、提起することとします。

①　要求書の一斉提出は10月25日（月）とし、回答日は11月１日（月）とします。

②　回答後は、ヤマ場に向けて要求の実現と諸課題の解決をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。重点交渉期間は、11月２日（火）～11月18日（木）を本格的な重点交渉期間としますが、山場が前後する単組が想定されますので、その場合は別途協議して交渉期間を設定します。その後、これらの統一的な対応をベースに前進回答をめざし、次の前段戦術及びストライキ（必ず事前通告する）を背景にして以下のとおりたたかいを推進します。

　地本別単組代表者会議の開催＝日程、開催方法などは地本と別途調整

　道本部賃金担当者会議

○日　時　10月６日（水）13：30～

○場　所　自治労会館４Ｆホール

○内　容　・定年制延長に向けた自治労の考え方と今後の取り組み（仮題）

・2010人事院勧告と賃金確定闘争の重点課題（仮題）

　道本部・地本合同　単組オルグ

　10月７日（木）～10月22日（金）

　組合旗掲揚

　要求書提出10月25日（月）～闘争終結まで（山場日程が前後する場合は要求書提出後から闘争集結まで）

　腕章・リストバンド着用

　11月15日（月）～闘争集結まで（山場日程が前後する場合は３日前から闘争集結まで）

　超勤拒否

　11月17日（水）～11月18日（木）（山場日程が前後する場合は、山場前日から闘争集結まで）

　出張・諸会議拒否

　11月18日（木）＜ストライキ当日にかかる出張・諸会議＞

（山場日程が前後する場合は、その当日にかかる出張・諸会議）

　道本部統一行動

　11月18日（木）１時間ストライキ

※　なお、山場日程が前後する単組については、地方本部・道本部と協議のうえ別途決定します。また、独自削減等を抱える場合は道本部と協議し、最大２時間までとします。
③　闘争体制の確立

ア　道本部は、道人事委員会勧告を前後して、賃金担当者会議を開催し（予定）、「基本的指標」や取り組みついて意思統一を行うこととします。また、各地方本部においては、単代等を開催し、取り組みの徹底を全単組に周知するとともに、道本部・地方本部が連携して全単組オルグを実施します。

イ　さらに、最終ヤマ場にむけては、必要に応じて重点単組オルグを実施します。

ウ　地公三者共闘、都市三者共闘、７市労連共闘との連携も強めます。

エ　道本部は、対道・市長会・町村会交渉を行い、地方本部は総合振興局（振興局）長、管内町村会との交渉を積極的に行い単組交渉の条件整備を行います。

【2010国民春闘に向けた取り組み】

①　2010年春闘にむけ、春闘アンケート調査を実施します。また、道本部春闘討論集会を１月７日（金）、８日（土）に開催し、各地方本部も１月中に春闘討論集会を開催します。
＜別記１＞

	2010年度自治体労働者の賃金・労働条件

に関する統一要求書（案）

１．今年度の給与改定について

　基本賃金については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善をはかること。少
なくとも、2010年人事院勧告を最低限とすること。

　期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすることとし、期末手当に一本化すること。また、成績率の拡大・強化はしないこと。

　50歳台後半層職員の給与1.5％定率削減は国家公務員への措置であり、職務給の原則等に反することや地方公務員の実態が異なることから導入しないこと。

　例月給与のマイナス勧告に伴う年間給与の調整については、不利益不遡及の原則に反することから行わないこと。

２．基本賃金・諸手当について

　給料表は、７級制以上とし、医療職（二）、（三）など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。
　号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

　初任給については、国公２号上位（高卒行（一）１－13）を最低とし、昇給期間短縮などを最大限実施すること。

　中途採用者の初任給については、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

　昇格・昇給制度をつぎのとおり改善すること。

①　級別の格付け基準など昇格・昇給基準を短縮・改善することとし、最低非役付５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級３年、３級在級４年、４級在級３年）また、医療（二）（三）表など他の賃金表使用の場合もこれと同一水準を確保すること。

②　昇格にあたっては、選別を排除し、自動昇任・昇格制とすること。

③　４号俸を超える昇給は、８号俸５％、６号俸20％に相当する原資を確保し、従前の特別昇給による運用を実施すること。実施にあたっては、差別取り扱いを排除し、全職員を対象に公平・平等に取り扱うこと。また、給与の不均衡是正実施の原資として確保すること。

　給与制度見直しにともなう昇給号俸の抑制については、人事院勧告に基づき2011年４月に１号俸の復元に止まらず、抑制した全号俸を復元すること。

　財政危機を理由とした独自の給与削減はおこなわないこと。

　寒冷地手当については現行の支給地区分を維持すること。また、交通用具使用者の通勤手当等、諸手当の改善をはかること。

　自宅所有者の住居手当については、地方公務員の勤務の実態を踏まえ廃止せず、現行水準を維持すること。

	　現業賃金の改善をはかること。

①　現業差別賃金表を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。

②　初任給格付け及び昇給・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上を最低とすること。

　退職時優遇措置としての勧奨制度の活用と退職時特別昇給の実施・改善をはかること。

　時間外・休日勤務手当については、割増率の引き上げを行うこと。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。

　臨時・嘱託・非常勤・準職員等の正規職員化をはかるとともに、当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、賃金・労働条件を正規職員に準じて大幅に改善すること。とくに、以下の点については早急に改善すること。

①　2010人事院勧告で示された非常勤職員への育児休業・介護休業等の休暇の新設について、国に遅れることなく実施すること。
②　報酬体系を抜本的に見直し、勤続に伴う昇給や業務関連諸手当を検討し支給すること。

③　通勤費未支給を一掃するとともに、一時金や生活関連諸手当を支給すること。

④　労働保険・社会保険に有資格者全員を加入させること。

⑤　学校給食の３期雇用を１年雇用とすること。

⑥　「非常勤職員」は、「常時勤務を要せず他に生計の途がある人を想定した職」〔学校医や各種審議会の委員など〕に限定すること。

　公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。

３．新たな人事評価制度について

　新たな人事評価制度は、国の試行実施状況を見極め、拙速に導入しないこととし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

　新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。

４．労働時間･休暇制度について

　所定勤務時間について、国と同様に１日７時間45分、１週38時間45分に短縮すること。同時に、勤務時間をはじめ給与等関係する条例・規則等の改正を行うこと。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

　民間の育児・介護休業法改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり、改善すること。

①　３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

②　子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

③　配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

④　育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

⑤　介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人で

	あれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

　特に病気休暇の見直しにあたっては、自治体職員の実態を考慮した内容とすること。

　健康障害休暇等の新設を行うこと。

　両立支援のための休暇等を次のとおり新設・充実すること。

①　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

②　育児休暇（時間）は最低120分とするとともに、男性への適用拡大をはかること。

③　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

④　育児のための短時間勤務制度について

ア）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
イ）後補充職員は原則正規職員とすること。

ウ）育児休業の復職時調整は100/100で換算し、号俸調整すること（育児休業をした職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものとみなして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）

５．女性労働者の労働条件の改善について

　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度と確実なものとすること。

⑥　労働基準法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

　「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。

６．組織・機構・定数等について

　欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　財源難等の理由による新規採用の中止、欠員不補充、定数削減等は行わないこと。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。

③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。


②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。

	


Ｂ　2010現業公企統一闘争の推進

【基本的な考え方】

①　地方交付税の減少や、地方財政危機を理由とした民間委託の推進、一方的な任用替えなどにより、現業公企職員はますます減少しています。このことから、今まで以上に職場を守る取り組み強化が必要となります。

　現業職場の全廃や、現業職員を削減するための「安易な任用替え」提案も出されています。現業・公企職場の公的役割を果たすためにも、直営の必要性を訴え、サービスの質と仕事の価値を高める運動を強化していかなければなりません。

②　自治体責任による質の高い公共サービスの実現にむけ、産別闘争としての意義を確固たるものとし、現業評議会がない単組や直営職場がない単組においても、「地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働条件の底上げをはかること」が求められていることから、基本組織と一体となった取り組みを行います。

③　現業賃金課題については、2008年３月までに多くの自治体で総務省からの通知に基づき、民間部門との賃金センサスとの比較公表が行なわれました。同省の「技能労務職員の給与に係わる基本的考え方に関する研究会」最終報告が、現業・公企労働者の権利である労使交渉による賃金決定や労使自治への不当な干渉に利用されることがないように交渉上の留意点を活用し、労使協議に役立てる事が必要です。

　現業公企労働者が持つ団体交渉権・協約締結権を最大限活用し､技能労務職の賃金格差是正を中心に現業と非現業の賃金格差を生じさせないたたかいを構築しなくてはなりません。

④　総務省の技能労務職員の給与に係わる基本的考え方には、民間の同一・類似職種の労働者の低賃金という現実があり、民間労働者全体の賃金引上げに努力する必要もあります。入札改革と公契約条例制定の取り組みを通じて、地域公共サービス労働者の賃金改善をはかる必要があります。

⑤　職場・単組の意思を結集した闘争体制の構築を現業公企職場だけではなく、基本組織と連携した取り組みを行います。

【現業公企統一闘争の展開】

①　10月15日（金）の中央総決起集会に結集し、取り組みの意義を再確認するとともに、統一闘争を社会的横断賃金の形成につなげていくことで、直営職場の社会的認知と合意を醸成します。道本部現業公企統一闘争のヤマ場については、確定闘争のヤマ場と同日の11月18日（木）として展開します。

②　また、この間単組で積み上げてきた運動の歴史と経過もあり、ヤマ場・交渉期間を単独に設定する際は、地本・道本部と協議して進めていくこととします。

③　要求内容は統一要求書を踏まえ、単組・総支部独自の要求（ひとり一要求）を付加し、春闘での制度政策要求の継続課題と結合し取り組むこと｡

④　ストライキを背景とした交渉の展開を強化すること｡

⑤　現業公企統一闘争を強化するために道本部集会を開催し、地本・地本現業公企評議会、さらには単組基本組織と連携して取り組みます。具体的には、計画的なオルグの実施や各地本での総決起集会を開催し闘争体制の強化をはかります｡

【基本的な目標と重点課題】

＜基本的な目標＞

　実効性ある取り組みを推進するためには地域住民の理解と支持を背景とする事が必須であると考え、基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任による質の高い公共サービスの確立」とし推進をはかります。そして取り組みの指標として、次の５点を掲げます。①現業職場の直営を堅持し公共サービスの拡充と質の向上に向けた人員と予算を確保し、②職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をはかり、サービスの質と仕事の価値を高めます、③現業公企評議会がない単組や直営での現業職員がいない単組においても取り組みを積極的に行い、地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働条件全体の底上げをはかります、④地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、市民との協力関係を構築します。⑤現業・公企労働者の協約締結権を活用した取り組みが地方公務員の労働基本権回復後の運動に先導的役割を果たせるよう、要求提出・交渉実施・協約締結という基本的な取り組みを全単組で確立します。

　

＜重点課題＞

①　現業と非現業の賃金格差を生じさせない賃金合理化阻止、賃金格差解消・是正。

②　質の高い公共サービス確立に向け、（ア）業務量に応じた人員の確保（イ）現業公企職場から地域ニーズに基づいた政策提言の発信（ウ）直営職場での「直営堅持」（エ）委託職場での委託基準の点検と委託先労働者の雇用確保や、公正労働基準達成などの労働条件向上と公契約条例制定の推進（オ）現業公企労働者の再任用制度を早期に条例化すること。また、運用面においては凍結させない取り組みを行います。

③　財政難などを理由とする「現業（現場）の安易な合理化と民間委託化」を許さず、労働条件の維持に向けた「事前協議制度の確立と協約締結」の遵守。

④　労働安全衛生法の遵守、委員会体制の確立と運営の改善。

⑤　安易な任用替え提案を行わせず、やむなく任用替えが行われる場合については、対象者の賃金・労働条件の水準確保、研修体制の充実をはじめとしたメンタルヘルス対策などの条件を合意の前提とした交渉を進める。

⑥　恒常的臨時職員の正規職員化、および臨時・非常勤等職員の労働条件の改善。

⑦　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、職場内に業務マニュアル策定のための委員会を設置します。さらに策定したマニュアルを活用し、各業務の点検・評価を行なうとともに、労使によるチェック体制を確立します。また、業務委託後のサービス基準などの検証を行うとともに労使によるチェック体制を確立します。

⑧　災害時における危機管理体制・ワークルールの確立をめざします。とくに、被災時における職員の出動基準や労働条件などの、協議・確立に取り組みます。その際に「ライフラインのための危機管理指針」の活用もはかります。

＊　これらの獲得目標に、それぞれの単組・総支部での要求についても付加することとします。

＊　「事前協議と労使合意、一方的な実施はさせない」を重視し、各単組が指標を達成した場合は他単組への支援連帯行動を展開します。

【取り組み日程および戦術】

①　基本的考え方、重点課題に基づき、要求書提出→交渉→妥結→確認（協約の締結）にいたる一貫した運動を展開し、現業・公企統一闘争を産別闘争として位置づけた、取り組みを推進します。

②　現業公企統一闘争を強化するために、道本部に闘争本部を立ち上げ、地本・単組の支援を行い、地本・地本現業公企評議会、さらには単組基本組織と連携して取り組みます。具体的には各地本での総決起集会を開催し闘争の強化をはかります。

③　要求書の提出は、10月25日（月）とします。なお、春闘での政策要求の積み残し課題と職場からの要求課題を付加し提出することとします。

④　回答指定基準日は、11月1日（月）とします。

⑤　回答後は、ヤマ場に向けて要求の実現と諸課題の解決をめざし、現業組合員参加の当局交渉を配置します。交渉強化ゾーンは、11月２日(火)～18日（木）（確定同日）とします。中央本部の全国統一闘争基準日を、10月29日（金）とします。この間単組で積み上げてきた運動の歴史と経過もあることから、ヤマ場・交渉期間を単独に設定することが想定されますので、その場合は、地本・道本部と協議して進めていくこととします。その後、これらをベースに前進回答をめざし、基本組織と連携し次の前段戦術およびストライキ（必ず事前通告する）を背景にしてたたかいを進めます。

　全国統一闘争基準日

　10月29日（金）

　地本別現業公企単組オルグ

　10月７日（木）～10月22日（金）

　地本別現業公企総決起集会

　10月７日（木）～11月10日（水）

　組合旗掲揚

　10月25日（月）～闘争終結まで

（確定闘争と同日）

　腕章・リストバンド着用

　11月15日（月）～闘争終結まで

（確定闘争と同日）

　超勤拒否

　11月17日（水）～11月18日（木）

（確定闘争と同日）

　出張拒否

　11月18日（木）<ストライキにかかる出張>

（確定闘争と同日）

　道本部統一行動

　11月18日（木）１時間ストライキ

（確定闘争と同日）

【現業公企統一闘争の妥結基準】

①　現業職員賃金の現行水準維持と格差解消

②　現業公企職場の一方的な合理化阻止

③　賃金センサスとの比較公表の是正・「取り組み方針」の一方的な作成の阻止

④　事前協議制の確立と協約・協定締結

⑤　欠員・退職者の補充

⑥　再任用制度の確立

⑦　公契約条例の制定、臨時・非常勤等職員・委託先労働者の労働条件の改善

⑧　労働安全衛生体制の充実

⑨　災害時における危機管理体制・ワークルールの確立
＜別記２＞【現業公企統一闘争・統一要求（案）】

	自治体の責任による質の高い公共サービスを実現するための
公共サービスの確立と労働条件の改善に関する統一要求書(案)

１．現業公企職場をはじめ自治体業務は直営で行うこと。

　清掃、学校給食・学校用務、道路の維持管理、水道・下水道事業など現業公企職場は住民生活に密着した公共サービスを提供しており、安全・安心な行政として自治体（行政）が責任をもって運営するものです。

　直営で行っている住民サービスについては、引き続き直営で行なうこと。質の高い公共サービス確立に向け業務量に応じた人員を確保すること。

２．既に、委託されている業務については、行政が責任をもって管理すること。

　委託契約における適正な賃金確保のための条例(公契約条例)を制定し、入札・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること。
　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（安全配慮義務、脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車など）

３．人員定数を確保し、欠員は正規職員で完全に補充すること。

　現在の欠員及び定年退職の年度別予定者数を明らかにし、いずれも正規職員によって完全に補充すること。

　現業公企労働者の再任用制度を早期に条例化すること。また、運用面においては凍結しないこと。
４．現業職員の低賃金を改善し、差別・格差を解消すること。

　「賃金は生活給である」との認識に立って、現業公企職員の低賃金の改善をはかること。また非現業職員との初任給基準、昇格年齢などの差別・格差を解消すること。

　総務省による、民間部門との比較による現業労働者給与の見直しにかかわる「取り組み方針」の策定・公表については、団体交渉事項であることから、一方的な策定・公表は行わず、労使合意を前提とすること。

　中途採用者については、学卒直採用の職員と同様になるよう、前歴加算の方法を改善すること。また同時に在職者調整を行うこと。

５．恒常的業務に臨時・非常勤等職員を導入しないこと。

　恒常的業務には臨時・非常勤等職員を採用しないこと。

　現在、恒常的業務に従事している臨時，非常勤等職員については正規職員化をはかり、直ちに職員化に至らない場合は、身分の保障（雇用の安定）、及び正規職員に準じた賃金労働条件を適用すること。

　シルバー人材センターの活用は法に準じ臨時・短期的なものとすること。

６．現業・公企職場（民間委託を含む）の労働安全衛生対策を強めること。

　「労働安全衛生委員会」を事業所単位に設定し、規則23条に基づき毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催を行うこと。

　労働災害、職業病の発生を防止する対策を確立し、自治体職場から「労働安全衛生法」違反状態を一掃すること。とりわけ、各種労働安全衛生管理要綱の最低基準を遵守し、職場の安全を確保すること。
　職場での安全確保のため、労使による定期的な職場点検（巡視）を行うこと。

	　50人未満の職場でも「労働安全衛生法」の趣旨に沿い、安全衛生推進委員を選任し、対策を強めること。

　メンタルヘルスケアを推進するための教育研修を周知徹底させること。

７．分限条例を改正すること。

　自動失職をしないよう分限条例を改正すること。

　協約化されている場合は、早期に条例化をはかること。

８．すべての労働条件（民間委託を含む）について事前協議制を確立し、協約を締結すること。

　地公労法上の団体交渉権、協約締結権を遵守し、経営形態の変更ならびに賃金・労働条件の変更については、計画変更可能な時期から労使協議を行うとともに、合意された事項に関して協約を締結すること。

９．災害時における危機管理体制・ワークルールの確立すること。

　被災時における危機管理体制の確立に努めること。とくに被災時における職員の出動基準（免除基準）や労働条件など、労使による協議を行うこと。


　
２．2011人員確保の取り組み

【さらなる取り組みの推進に向けて】

①　人員確保闘争は、各自治体が置かれている現状と単組における人員に関する調査を踏まえ、６月～７月を山場とした闘争の構築をめざしてきました。

　しかし、この間、（ア）闘争の決着から採用募集までの期間が短く、闘争の結果が反映されづらいこと、（イ）予算関連事項であるので、すでに予算が決定してしまってからの取り組みでは遅きに失していること、（ウ）人材を確保するために民間企業における内定が年々早められていること―などの課題が実態として浮き彫りになってきていました。

　また、人員確保闘争を取り組むことができなかった単組の理由として、（ア）採用計画がすでに妥結済みのため、（イ）確定期などに要求書を提出する予定、（ウ）賃金合理化等の課題を優先させるため―などが見受けられてきており、これらを総合的に勘案して、2011年度に向けて全体的な闘争スケジュールを見直し、賃金確定期をスタートとして、人員確保に向けた取り組みを推進することとします。

②　人員確保闘争を取り組む上で重要なのは、職場実態調査を行う中から現場の組合員の声を拾い上げ、採用・配置計画を検証し、人員確保の要求を確立していくことです。実態に基づいた現場の情報が要求として正しく当局に伝わらなければ、業務量や住民ニーズに見合った適正な人員配置が行われないという結果になります。人員配置が適正に行われなければ、私たちの労働条件に影響を与えることはもちろんですが、住民に対するサービスに大きな影響を与えることになります。

　公務労働は業務量を数値として表すことが困難であり、業務量の基礎となる現在の業務や潜在的な業務などは現場の組合員・単組が把握していくしかありません。私たちが人員確保の取り組みを行うことは、労働組合というだけでなく公務労働の特殊性に起因しており、公務員労働組合の使命であるといえます。

　また、2008年度ころから、各単組の採用予定者も退職者数の完全補充とはなっていないものの若干増加の傾向に変わり始めています。しかし、全道的に採用募集をかけても、希望者が定数を満たさないという状況もある中では、採用計画として妥結した単組でも、あらためて検証や交渉を行うなど取り組みを再度組み立てていく必要性も考えられます。
【闘争の基本的な組み立て】

　上記の基本的な考え方に基づいて、移行期間と位置づけて、以下のとおり闘争スケジュールの再構築をはかります。

○スケジュール

2010賃金確定期～当初予算編成期

　2010年度中の中途退職者および定年退職者の数の把握、職場の人員配置の検証などを行っていく中から、人員確保要求を確立します。

　今年の夏段階で次年度の採用予定者数がある程度確定されている単組は、2012年４月採用・人員確保に向けた議論のスタートと位置づけます。

　また、当初予算要求として、職員採用や職場の適正な人員配置を求めていく単組については、2011年４月採用における人員確保にかかる必要予算を確立するために、当初予算編成期を目途とした決着をめざします。

2011春闘期　　　　　　　　　　　

　来年度までの退職予定数や不足人員を考慮して、人員確保に向け要求書を提出し、積極的に交渉を進めます。

2011年５～６月　　　　　　　　　

　各町村においては、管内町村会が８月募集・９月実施で町村職員採用資格試験を行っていることから、５月～６月の町村会調査期には、最低限2012年４月採用者数を「若干名」、「１名以上」として当局から出させるよう取り組みを進めます。

○地本の取り組み

①　2010年度の取り組み結果に基づき、今年度の取り組み方針を議論し全体化をはかります。

②　上記取り組みのスケジュールを基本としながらも、管内各単組の実態を踏まえながら、地本としてのスケジュールを作成します。

③　また、各単組における取り組みに至る経過や問題点を把握して、具体的に到達点を明確にし、2011年度の目標を設定します。

○単組の取り組み

①　各単組は、人事異動や機構改革などによって職場状況がどのようになっているのか、組合員の声を集約し、把握します。その上で、各係や部署の不足人員、来年度までの退職予定数を考慮して新規採用者数の要求を確立します。

②　地本が示すスケジュールに基づき、要求書の提出・交渉を行い、要求の実現をめざします。

３．労働安全衛生体制確立の取り組み

①　労働者一人ひとりの心身の健康が保持され、快適な職場環境をつくるため、職場の労働安全衛生活動の活性化と労働組合の交渉力の強化が必要とされています。労働組合として職場の労働安全衛生活動の重要性と必要性を再認識し、職場環境の改善・向上に向けた安全衛生委員会の活性化、日常的な取り組みなどを中心に当局に働きかけていく運動を進めていきます。

②　「全国安全衛生大会」（10月６日(水)～８日(金)・福岡）、「POSITIVEセミナー」（12月10日(金)～11日(土)・札幌市）に積極的に参加し、各産別や全国の先進的な取り組みに学び今後の活動に生かすため積極的に参加します。

③　北海道勤労者安全衛生センタ－が主催する「全道安全衛生担当者会議」が12月(上旬予定)で開催されます。安全センタ－等他産別の取り組み状況や実態把握のため積極的に参加します。

④　職場労働環境の悪化とともに、職場ハラスメントも横行しておりこれらが要因となりメンタル面の不調に落ち込む職員も少なくありません。メンタルヘルス・パワ－ハラスメント対策は、引き続き職場の課題となっています。

　中央本部で組合員10万人を対象に実施した「パワ－ハラスメントに関する調査」結果を活用し、職場での取り組みに重点を置いた対策の充実をはかるためにも、道本部対策委員会で協議し、単組の労働安全衛生委員会の活性化をめざします。

⑤　現業公企関連職場は、労働集約型の環境にあり、常に重大な災害が発生しかねない危険と隣り合わせの中で業務を行っている実態にあります。12月初旬に「現業職場から労働災害を一掃する職場集会(仮)」を現業公企評議会とともに開催し、労働安全の取り組みを強化します。

⑥　12月に道本部「労働安全衛生・職業病対策委員会」を開催し、各種調査分析と安全衛生月間の方針を総括しながら、各職場における職場改善の取り組みを進めるよう求めます。

⑦　地方公務員災害補償基金の「精神疾患にかかる公務災害の認定に関する想定事例集」を有効活用するとともに、精神障害事例などにおいて労災判断基準の内容を地方公務員災害補償においても適時反映させるよう中央本部とともに求めます。

　また、基金において地方公務員の職場実態を把握し、請求に見合った公務災害補償基金・総務省との交渉を適時行うよう中央本部に求めます。
　

４．自治体改革運動と公共サービスの改革の取り組み

【自治体改革運動の推進】

①　道本部と各単組は、協力政党や各自治体議会の組織内議員に公契約条例の制定についての理解を求め、多数派づくりを進めます。また、第17回統一自治体選挙における首長選挙においても、推薦候補の公約に公契約条例の制定を盛り込むよう取り組みます。
【自治研活動の活性化】

①　第33回地方自治研究全国大会（愛知自治研）に積極的に参加します。

　日程：2010年11月５～７日　　

　会場：愛知県名古屋市国際会議場

②　地本や単組の自治研活動を通じて、地域住民（団体）と労働組合が連携したまちづくりに繋がるよう、自治研集会の開催や自治研推進委員会の継続をめざします。

③　道本部第１回自治研推進委員会を開催します。（2010年10月末予定）

【指定管理者制度見直しの取り組み】　

①　道本部・単組は、指定管理者制度を受託している側の労働者の組織化を求めていきます。さらに団体の現状を把握し、指定管理元となる自治体と労働条件などの交渉が実施できるよう取り組みます。

②　指定管理者の選定にあたっては、労働者の雇用安定と公正・適正な賃金・労働条件の確保をめざし、引き続き指定管理者としての継続と委託料の維持・向上のための取り組みを進めます。

５．自治体財政の確立と自治・分権の推進

【自治体財政確立と健全化への取り組み】

①　自治体予算編成期に2009年度自治体決算状況を把握し財政分析に取り組み、「2011年度自治体予算編成のための政策要求書（モデル案）」を参考に、各単組で議論し政策要求書を作成します。さらに予算編成期に要求書を提出し、自治体予算に関わる労使協議をめざします。

＜モデル案＞

	2011年度自治体予算編成のための政策要求書（モデル案）

　2009年度自治体決算及び健全化判断比率、2010年度地方交付税算定の状況など、予算編成に関わる情報を開示し、2011年度の予算編成方針を明らかにすること。

　財政健全化法の財政指標のみを基準に事業のあり方を判断せず、住民生活に直結する医療、福祉、環境、ライフラインなど公共サービスの確保を最優先とする自治体予算編成とすること。

　臨時・非常勤等職員を含め、総人件費にかかる必要な財源を確保すること。

　公共サービス水準を向上するため、委託費などの公正労働基準を確保するための予算措置を確保すること。


　
②　道本部は、各単組の財政分析のスキルアップをはかるため、10月から地方本部ごとの「財政分析出前講座」を開催します。

③　2011年度北海道予算に向けて「要求と提言」を取りまとめ、対道交渉を実施します。

　要求書提出　2010年10月中旬
　交　　　渉　2010年11月中旬
④　道本部「2011年度自治体財政セミナー」を開催し（2011年２月）、2011年度地方財政計画や自治体財政の課題について学習を深めます。

【自治体財政健全化法の対策】

①　全単組は、一般会計、公営企業会計、第三セクターなどの自治体全体の2009年度決算統計、財政指標の公表内容について自治体当局に説明を求めます。

②　全単組は、財政状況の見通しについて確認し、再生団体や早期健全化団体を回避できることを明確にします。財政が悪化している単組は、悪化原因の追及と財政再建計画について明らかにさせ、安易な合理化をさせないよう労使協議を行います。

③　第三セクターなどのあり方について自治体当局に採算性だけでなく事業の目的や必要性を踏まえた対応を求めるため、組合として経営状況の点検や問題点の把握に取り組みます。

④　夕張市については、2010年４月１日より財政再生計画がスタートしましたが、賃金の改善・人員の確保など課題が山積していることから引き続き本部を通じて民主党との連携を強め対策を強化します。

⑤　早期健全化団体に該当した自治体単組については、安易な合理化で財政を建て直す計画内容にさせないために、道本部・地本と連携し財政健全化計画の妥当性の検証に取り組みます。

⑥　道本部は、単組の状況を把握するとともに、北海道との意見交換を行い、自治体の財政健全化計画に対して不当に介入させないよう取り組みます。
６．憲法擁護・平和と人権を守るたたかい

①　民主党を中心とする政権が、日米同盟を中心とする日本の外交・安全保障体制を「軍事力による支配」から国連を中心とする対話と協調による安全保障体制へ転換させていくことを求めます。

②　憲法の前文と９条の積極的平和主義を尊重し、具現化した日本の安全保障体制を展望するために、2009年に実施した「平和基本法」を中心とする平和講座の開催を追求します。

③　平和・人権・民主主義の憲法理念の実現をめざし、2010年11月６～８日に宮崎県宮崎市で開催される第47回護憲大会に参加し、運動交流と学習を深めます。

④　道平和フォーラムが主催する「10・21国際反戦デー」、「12・８北海道集会」、さらに各地域での同様な諸集会に参加し、改憲勢力の動向に対する認識を深め、憲法擁護のたたかいを強めます。

⑤　在日米軍戦闘機千歳移転訓練、米艦船の道内の商業港への寄港、米軍戦闘機の道内空港利用など軍事利用に反対する運動に、連合北海道・道平和フォーラムとともに取り組みます。
７．反核・脱原発のたたかい

①　道本部は、稼動延期となっている青森県六ヶ所再処理工場、高速増殖炉「もんじゅ」の運転再開、そして泊原発プルサーマル計画に反対し、プルトニウム利用の核燃料サイクル政策の転換を求めます。

　特に連合本部がまとめたエネルギー問題に関する基本方針は、原子力エネルギーに関する記載は十分とは言えません。道本部は自治労の脱原発方針を堅持し、原発の新増設を許さない取り組みをすすめます。

②　北電は、泊原発３号機のプルサーマル計画の2010年度導入を延期することを明らかにしました。道本部は、２年以上と推定される延期期間を計画撤回させる期間と位置づけ、計画の撤回に向けて脱原発・クリーンエネルギー市民の会とともに反対運動を強化します。

③　道の2010年度「泊原発防災訓練」（11月17日実施予定）に対して、道本部は、連合北海道の調査活動に積極的に参加します。調査の結果をふまえ、特に、マニュアル依存から脱却する努力や住民がより実践的な経験を積めるような防災訓練に改善されるように道に求めていきます。

④　北海道に核を持ち込ませない、最終処分地にさせないために「11・23幌延デー」の成功に向けて道北関係地本を中心に積極的に参加し、道平和フォーラムとともに取り組みます。

⑤　地球温暖化防止に向けて、「省エネ・節電」の取り組みを職場・家庭から継続・強化します。2010年12月～2011年１月を冬期間の強化月間とします。
８．政治活動の推進

　民主党を中心とする政権が、公約した政策課題を実現するために、必要な国民運動をつくりだすなど支援・協力体制を強めます。また、民主党への支持・協力を基軸に政権を支え強めるために、組合員の政治活動への参加を高め、民主党を支援する体制の強化に努力します。

①　第17回統一自治体選挙前に行われる中間自治体選挙（旭川市長選挙・網走市長選挙10月31日告示、11月７日投開票など３市７町）、また、衆議院選挙道５区補欠選挙が10月24日投開票でおこなわれますが、道本部・地本・単組・総支部が連携し、取り組みをすすめます。

②　2011年に行われる第17回統一自治体選挙における予定候補者について、各地本・単組・総支部での推薦決定の取り組みを進めます。なお、組合員の支持者・紹介運動については道知事選挙候補者と一体的な取り組みを行うことを基本に準備をすすめます。

③　道本部政治フォーラムは、12月末までに2010年度総会・研修会を開催し、このなかで、民主党を中心とする政権と地方行政や自治体議員の役割と課題について学習と討論を深めます。

④　2010年12月の第４回定例道議会に向けて道議団会議を開催し、必要な対策を進めます。
９．自治労北海道組織強化・拡大の取り組み

①　道本部は12月に「道本部組織強化拡大行動委員会」を開催し、組織の強化・拡大の取り組みを道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」で推進する体制を確立します。

②　各地方本部は昨年の「地方本部組織強化拡大行動委員会」の取り組み状況を踏まえ、12月までに同委員会を設置・開催して、地方本部毎の組織化目標・行動計画を設定します。

③　各単組・総支部は、①自治体の臨時・非常勤等職員　②自治体立病院職員　③社会福祉協議会職員　④公社・事業団職員　⑤民間委託職場職員　⑥消防職員　などの未組織・未加盟労働者へのアプローチ活動に取り組み、当該労働者の自治労結集を進めるための機会として、10月９～10日の「福祉人材確保キャンペーン集会・自治労全国介護集会」（東京都）や10月24日の「臨時・非常勤等職員の均等待遇と安定雇用を求める決起集会」（東京都）、11月26～27日の「第11回事務組合・広域連合労組全国交流集会」（東京都）、11月27～28日の「文化財・博物館関係団体交流会」（新潟市）、１月22日の「第10回道本部福祉集会」（札幌市）などへの参加を働きかけるとともに、当該未組織・未加盟労働者を対象にした学習会の開催などを通じて組織化の取り組みを前進させます。

④　北海道福祉ユニオン第11回定期大会を12月１日に音更町・十勝川温泉で開催します。社協や公社・事業団をはじめ、社会福祉法人や医療法人などの未加盟・未組織の介護・福祉関係労働者の自治労結集にむけて、雇用・賃金・労働条件改善と組織化運動とを結合させた取り組みを展開します。

10．消防職員組織化の取り組み

【組織化推進体制の確立】

①　地方本部・単組は、組織強化拡大行動委員会に準じる組織として「消防職員組織拡大対策委員会」を早急に設置し、組織化を推進するための体制づくりを進めます。

②　地方本部・単組は、主に消防組織化対策を担う担当者を決定します。

【消防職場の実態調査とキーパーソンの発掘】

①　組織化にあたっては、消防職場の賃金、労働条件、職場環境などの状況を把握することが重要となります。消防職場の実態を把握するため、道消協と連携し、消防学校の同期、自治体の防災担当部課の職員、互助会、消防団に加入している自治体職員などを通じて消防職場内の実態調査を行います。

②　組織化のカギは、消防職場内での信頼があり職場のリーダー格になる人物を組織化のキーパーソンにすることです。消防職場の実態把握とあわせてキーパーソンの発掘に努めます。

③　キーパーソンに接触できたら、団結権回復の動向や組織化の意義を理解してもらい組織化の中心的なメンバーとなるよう説得を進めます。消防職場の課題を十分に聞き取り、民主的な職場になることで課題が改善されると確信が持てるようにしていきます。また、リーダーとなる人物が孤立しないよう、同世代の消防職員や同じ部署の職員などに接触を広げ、組織化の核となる消防職員を増やしていきます。
【組織化計画の策定】

①　各地方本部は、消防職場の実態調査などを基に、下記のとおり消防本部の組織化のグループ分けを行います。

　　Ａ．組織化の可能性が高い消防本部

　　Ｂ．組織化の可能性がある消防本部

　　Ｃ．組織化の目処がたたない消防本部

②　組織化のグループ分けによりＡ、Ｂとなった消防本部について、組織化のスケジュールを策定し組織化に着手します。Ｃグループの消防本部は、状況に応じて今後の対策を検討します。

【当局などへの対策】

①　組織化にあたっての当局などへの理解を得るために、自治体の首長、消防長をはじめ、自治体幹部、自治体議会対策を、推薦議員と連携し行います。また、首長および各級議員の推薦を決定する場合には、消防職員の団結権などの重要課題に関する政策協議を行い理解を求めるよう取り組みます。

②　消防本部の消防長など管理職が非消防職員から配置されている場合や、さらには組合執行部経験者である場合などには、消防長に民主的な職場内ルールの確立のために組織化の推進的立場をとるよう求めます。

【組織化を推進するための支援】

①　消防職員との信頼関係を構築し組織化していくためには時間も労力もかかります。このため道本部は、地方本部・単組が組織化計画に基づいて開催する学習会やオルグなどに対して必要な支援を行います。また、未組織職場の消防職員が、自治労の各種集会・交流会へ参加できるよう支援します。

②　新規に消防職員協議会を設立した場合、協議会活動の支援のため自治体単組に対して加入会員数に応じた必要な支援を行います。
11．社会保障制度改革の推進

【医療提供体制確立と公立病院改革に対する取り組み】

①　道本部は、各地域の医療現状と医療再生に必要な情報を発信し、地域における医療提供体制づくりに向けた世論の形成をはかるため、連合北海道等との意見交換や学習会の開催などを追求します。

②　地本・単組は、公立病院改革プランの進捗状祝の検証を進めるとともに、同プランに関係者等の意見が反映され、安全・安心・安定と地域住民に開かれた医療提供体制が構築されるよう、「信頼される病院づくり」に向け、地本・単組・住民が一体となった運動の推進に取り組みます。

③　道本部・地本・単組は、地域医療提供体制と組合員の生活と雇用を守る観点から、公立病院が地方公営企業怯に基づく一部適用、全部適用にとどまるよう取り組みを強化します。運営形態変更対策に関しては、「対応指針」や「公立病院における組織対策の手引き」等を活用した対策を講じます。

④　2009年度に限りに公立病院特例債が発行されていますが、これに伴う総務省からの都道府県に対する助言及び都道府県から各自治体に対する過度な指導に対しては、引き続き、本部・道本部・地本・単組が連携し取り組みます。
【地域保健の推進と健康危機管理体制の確立】

　道本部は、地域保健活動の充実と取り組みの強化をはかるため、保健部会（仮称）等の設置を追求するなど組織体制の整備に努めます。
【労働条件・環境改善に向けた取り組み】

　道本部は、コ・メディカル職種の医療法上の配置基準新設および現行配置基準の改善と診療報酬上における加算処置を本部衛生医療評とともに求めていきます。また、保健所等に勤務する人員確保についても良質で安定的に行政サービスを提供するために必要な人員配置を求めていきます。
【就労看護職員 200 万人体制確立に向けた取り組み】

　本部衛生医療評作成の「少子高齢化社会を見据えた『必要な看護力』を確保するためのビジョン」をもとに、連合北海道をはじめとする関係団体等と協カ体制を構築するとともに具体化に向け取り組みます。
【衛生医療評の組織強化に向けた取り組み】

①　道本部衛生医療評議会における幹事会体制の確立と役員育成を目的に「道本部学校・衛生医療コース」（2010年12月予定）の開催を追求し、道本・地本評議会の組織強化に取り組みます。

②　本部主催・衛生医療セミナー（2011年１月予定）は活動家養成が主目的であることから、道本部幹事はもとより組合員の多くの参加を求めます。
【衛生医療評の共闘強化へむけた取り組み】

①　北海道医療との交流を深め連携を強化し、各地区医療の運動の活性化を促すとともに、各地区医療主催の学習会も含め、官民一体となった地域医療充実と職場改善要求の活動を推進します。

②　連合北海道の「医療と介護をまもる対策委員会」に積極的に参加し、自治労としての意見反映を行うとともに、保健・医療・福祉労働者のより広範な結集をめざす取り組みを進めます。

【福祉人材確保から処遇改善の取り組み】

①　福祉人材確保と定着にむけ「福祉人材確保キャンペ－ン」を推進し、介護職員の給与改善の実行・介護処遇改善実態調査の検証及び、「2010年度全国介護集会」（2010年10月９日～10日）開催に積極的に参加しながら、報酬額の引き上げと賃金の配分基準の策定や職員配置基準の改善を国に求めていきます。

②　未組織の社会福祉協議会に対して、自治労運動への理解・協力を求め、組織化を進めます。また、組織されている社会福祉協議会も含め、職場学習会を推進します。

③　対道交渉を実施し、北海道版「福祉人材確保指針」の策定と福祉労働者の雇用・賃金・労働条件改善に向け取り組みを要請します。

④　介護サービス職場における労働条件確保と、労働法令遵守の職場づくりに向け、対道交渉において、監査指導体制の強化を求めます。

【高齢者福祉・介護保険制度改革の取り組み】

　改正介護保険法の実施状況について検証し、対道交渉などにより、課題解決をはかります。第10回道本部福祉集会（2011年１月22日予定）を開催して現場における検証を基本に中央本部に意見反映を行います。

【保育・学童保育、子育て支援拡充の取り組み】

①　地域主権改革の文脈から読み取れる、保育分野の規制緩和と市場システム全面導入に反対し、対道交渉の実施や中央本部の取り組みに結集します。また、保護者団体や保育関係団体と連携します。

②　｢2010年度全国福祉事務所・児童相談所交流集会」（2010年12月４日～５日）に結集し、全道庁労連・札幌市職連とともに、児童相談所の実施体制の強化に向けた取り組みを強化します。
【生活保護制度改善・福祉事務所改革の取り組み】

①　第10回道本部福祉集会を開催し、生活保護制度の改正動向を踏まえ、自治労としての対応について意思統一します。

②　生活保護水準の引き下げの動きに反対するとともに、運用に当たっては、受給抑制とならないよう、対道交渉を通じて歯止めをかけていきます。

③　生活保護行政の体制強化に向け、保護世帯の増加に対応した、社会福祉事務所の体制強化を各関係単組と連携して取り組みます。

④　「2010年度全国福祉事務所・児童相談所交流集会」に結集し、全国の仲間と意思統一を進めます。

【障害保健福祉施策見直しの動向と制度改革の課題】

①　「自治体障害者雇用マニュアルPARTⅡ」を活用し、障害者雇用率の遵守と障害者雇用の推進、職場環境の整備や労働条件の改善をするために情報提供と対道交渉を取り組みます。

②「第20回道本部障害労働者連絡会総会」（2010年11月13日開催）、「第30回自治労障害労働者全国連絡会総会」（2010年11月19日～20日）に結集し、道本部障害労働者連絡会の組織強化をはかります。

③障害者権利条約の早期国内批准と、「障害者差別禁止法の制定」および関係法令・施策の見直し、および北海道障害児者権利擁護条例の実効性の確保に向けＤＰＩ北海道ブロック会議などと連携し、取り組みを強めます。

【公立社会福祉施設の民営化動向に対する取り組み】

①　2011年度当初予算編成期を控え、公立施設の民間委譲や指定管理者制度の導入の動きの加速が予想されます。組合員にとって雇用と身分にかかわる重要な問題であり、改めて労働組合の最重要課題として次のとおり、取り組むこととします。

ア）当局の動きをつかむ（①集中改革プランの内容を精査し、実施にあたっては、事前協議を行うよう、申し入れ、労使交渉課題とさせる）

イ）民間委譲などの提示がされた場合（①委譲する理由を明らかにさせる。②理由が明確でない場合や利用者・住民サービスの低下が生じ、また雇用に対する重大な認識が無い場合は、反対闘争を展開する。③条件が整えば、住民・保護者と連携し、反対運動を展開していく。④議会議論を先行させるなど、既成事実を積み重ねさせない。⑤一体となった単組全体の運動にする。
ウ）民間委譲提案を受けざるを得ない場合（①当局の雇用者責任を明確にさせ、該当組合員の処遇の考え方を引き出す。②できる限り組合員の選択肢を多くさせる。③労働組合として、該当職場の組合員と個々面談し、意向確認をする。臨時・非常勤職員の意向についても可能な限り把握する。④身分移管の場合は、退職条件や移管先の労働条件を大幅に引き上げるよう、要求し交渉する。また、臨時職員などの処遇も交渉課題とさせる。⑤委譲先の決定については、公正・透明な方法とさせ、利用者・住民などのサービス低下の歯止めをかける）

エ）委譲先の法人・事業団に労働組合をつくることを展望していく。

【福祉施設・社会福祉事業団・社協の取り組み】

　道社会福祉事業団に移譲した道立施設の総括を求めながら、今後の運営方向と、道の設置者責任を追及するため、対道交渉を実施します。

【社会福祉評議会の組織強化の取り組み】

①　道本部社会福祉評議会における地本未配置の幹事選出を求め、幹事会・部会体制を確立します。役員構成においても、引き続き民間部門及び臨時・非常勤職員の配置を求めながら、官民横断的かつ雇用形態横断的な職能運動を追求します。

②　社会福祉労働者及び保育関係者などを対象に「道本部学校」（2010年２月末）を開催し、情勢の意思統一をはかり、社会福祉評議会運動の担い手づくりを進めます。

③　第10回道本部福祉集会の開催にあたり、引き続き民間部門および臨時・非常勤職員の参加を促進するとともに、社会福祉協議会を中心に未組織・未加盟職員の参加促進の取り組みを継続します。また、実行委員会の構成においても、引き続き民間部門および臨時・非常勤職員からの選出を継続します。
12．現業公企労働者のたたかい

【現業公企統一闘争へ取り組み】

　2010現業・公企統一闘争に結集し、現業公企職場が質の高い公共サービスを提供するために、賃金確定闘争とリンクした取組みを推進します。現業公企職員はますます減少しており、今まで以上に職場を守る取り組みの強化が必要となります。自治体責任による質の高い公共サービスの実現にむけ、産別闘争としての体制を確固たるものとし、現業評議会がない単組や直営職場がない単組においても、「地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働条件の底上げをはかること」が求められており、基本組織と一体となった取り組みを強化するためにも、10月23日（土）に全道総決起集会を行います。

　また各地方本部主催の総決起集会についても、臨時・非常勤等職員や、委託職場に関する要求もあることから、基本組織の参加も必須になっており、より多くの組合員が結集する事ができるよう確定闘争総決起集会と連動した取り組みなどの工夫を求めます。

【現業公企コース（基礎講座）の取り組み】

　現業公企職場はさらなる質の向上が求められてることから、現業公企コースを、12月４日（土）～５日（日）に開催します。

　地域を主体とした自治体としての責任ある「職の確立」をしていくためにも、中央本部の現業アクションプラン策定に向けた議論や、職場の抱える問題、情報などを共有化します。さらに公共民間や臨時非常勤等職員との連携を強めるためにも、組織強化について議論を深めていきます。

【現業職場での労働災害を一掃する職場集会】

　現業公企関連職場は、労働集約型の環境のため、常に重大な災害が発生しかねない危険と隣り合わせの中で業務を行っています。特に、「年末・年始」の業務繁忙期に多発する傾向があることから、12月の初旬に「現業（現場）職場から労働災害を一掃する職場集会」を開催し、労働安全対策を全単組で取り組めるようにします。

【現業公企政策運動の推進】

　清掃、学校給食、学校用務員、公企など、職種別の政策課題の前進にむけ、職種ごとの政策要求を作成し11月に提出、2011春闘にむけて現業公企評議会独自の政策要求を展開します。
【地域の自然環境を守る運動】

　合成洗剤追放北海道集会が12月苫小牧市（予定）で開催されます。合成洗剤は、人体に有害であると同時に、水質汚染の原因でもあります。職場や家庭からの一掃をめざし、市民団体などと協力して合成洗剤追放運動を進めます。

　

【中央本部現業評議会と連携した取り組み】

　道本部現評を担う人材育成のため、道本部役員・活動家を対象に、10月８（金）～９日（土）に中央本部で行われる現業セミナー（東京）に積極的に参加し共通認識を持てるよう取り組みます。また、12月10（金）～11日（土）開催予定の全国幹事会に連動して行われる幹部セミナーに参加し、現業評議会運動の直面している情勢や必要とされる運動の方向性について、学習します。
13．女性労働者のたたかい

【あらゆる差別の撤廃、男女平等参画社会創造の取り組み】

①　国の第3次男女共同参画基本計画の策定にむけ出された答申では、これまでの取り組みの不十分さを反省し、実効性ある計画の策定を求めています。

　各自治体においても男女平等条例制定及び行動計画策定を推進し、職場、地域、社会における男女平等の取り組みを強化するよう取り組みます。

②　権利実態調査では、セクシュアル・ハラスメント対策が講じられている自治体は全体の約３割という状況でした。すべての自治体においてセクシュアル・ハラスメントに対する相談窓口や苦情処理機関の設置をはじめ、防止策などがはかられるよう、基本組織と連携し、対策の措置および実効性確保に向けて要求、点検を行います。

③　女性の意見を反映させた要求書を作成するために、職場改善実態調査や権利実態調査の結果を分析し、課題を明らかにし、要求の積み上げをおこないます。

④　男女平等参画社会実現への推進にむけて、11月の北海道交渉で要求行動に取り組みます。

【働く権利と地方自治を守る取り組み】

①　女性組合員の基本組織の運動への積極的な関わりを推進し、春闘期の組織課題を共有するため、道本部基本組織や各地本基本組織の春闘討論集会に参加し、女性の意見を反映します。

　また、基本組織の機関会議で女性参加者会議を設け、女性の組合運動参画における課題を共有し、意見反映につなげます。

②　制度を職場で活用していくために、男女平等産別統一闘争のなかで育児休業取得後の復職時調整について条例化を求めていきます。また、改正育児・介護休業法の施行に伴い、休暇制度の拡充についても速やかに条例・規則改正を求めていきます。

③　育休等取得者の代替措置の徹底を要求します。さらに、行政サービスの低下を招かないよう、基本組織、青年部と連携し、人員確保の要求を行います。

④　人員削減など労働強化が進む中で、職場の人間関係に関する問題も増加しています。当局責任による各種ハラスメントについての職員研修や、労働安全衛生委員会の定例開催を要求し、組合員学習会や教宣などを通じて意識啓発の取り組みを進めます。

　

【女性の労働権確立の取り組み】

①　12～４月までを「女性のはたらく権利確立運動強化月間」として、月間の周知をはかり、集中した取り組みを行います。また、組合員対象の職場改善実態調査、組織対象の権利実態調査を実施し、職場の課題を明らかにします。

　権利については地公法を最低基準として条例化に向けた取り組みを行うなど、職場環境改善に調査結果を活用し、要求につなげます。

②　女性のエンパワーメントに向けて、中央本部で10月29日～31日に開催される女性労働学校（前期）に道本部幹事や、地本・単組役員を派遣し、道本部幹事会・地方本部の強化をはかります。

③　臨時・非常勤等職員を含むすべての女性組合員ならびに女性消防職員が職種や年齢を超えて春闘期の課題の学習と交流を行う場として、１月に女性交流集会を開催します。
【くらしと平和、民主主義を守り、政治闘争に結集する取り組み】

①　12月の「青年女性オキナワ平和の旅」や各種平和行動に積極的に参加者を派遣し、春闘期の女性交流集会における参加者報告、教宣紙への報告の掲載などによって、憲法の平和理念を守る取り組みにつなげます。

②　地域間格差是正、国民間格差の解消に向け、あらゆる場面で政治情勢を意識した取り組みをすすめるため、春闘期である1月に政治学習会を開催します。

　また、日頃から組織内議員との交流をはかるなど政治課題の学習を行い、国民主体の政治を追求し政治闘争に結集します。
14．青年労働者のたたかい

【組織強化のたたかい】

　道本部青年部第11次組織強化方針の全体化を進め、「青年部のあり方」を主体的に議論します。また、「男女がともに担う青年部」つくりから男性・女性活動家の育成をめざし、自治労北海道に加盟する全ての単組・総支部と交流を進め青年部組織の確立と、青年部運動の強化へつなげます。

【賃金確定期から春闘期のたたかい】

①　職場レポート等を活用し、人事院への怒布や交流集会運動で明らかとなった生活・職場実態を継続して討論しながら、青年の「ゆずれない要求」を確立し、2010賃金確定闘争と青年部独自要求闘争を取り組みます。

②　青年独自の創意工夫ある大衆的な取り組みから全部員参加の運動を追求します。

③　賃金合理化に対する実損額計算や能力・実績主義賃金などの問題について学習活動を深め、賃金改善・独自削減阻止のたたかいを強めます。

　人事院勧告制度の問題点、本来あるべき賃金決定の学習を進め、労働基本権回復の取り組みにつなげます。

④　臨時・非常勤等職員との交流を深め、処遇改善、格差解消に向けて青年の主体的な行動を展開します。

⑤　2010国民春闘にむけて、自治労北海道青年部春闘討論集会（１月15～16日）と、地方本部別青年（女性）春闘討論集会を開催します。道本部・地方本部・単組・職場での学習や討論・交流から、課題を明らかにし、要求改善と組織強化をはかります。

　また、連合や地域共闘運動との関わりを強め、スプリングフォーラムや団結集会運動など各種集会等に結集します。

【反戦・反核・反原発のたたかい】

①　「国際反戦デー」（10月）、「11．23幌延デー」「自治労青年女性オキナワ平和の旅」（12月）などに結集するとともに、平和憲法・国民投票法・教育基本法・有事法制・日米安全保障条約（日米地位協定）・国民保護法などについても学習を深め、具体的な取り組みにつなげます。

【政治闘争】

　政治闘争の必要性を確認し、青年の主体的な行動につなげていくため、道本部青年部政治集会（11月６日）を開催します。

15．労働者自主福祉活動の推進

【加入推進運動の強化】

　第11次長期計画による加入推進計画のもと、地方本部・単組と連携強化をはかり、当面、次のとおり取り組みを進めます。

①　団体生命共済について、2011年度継続募集と合わせて、新規加入の取り組みを強化するとともに、長期共済・親子共済も含めた生涯にわたる保障のメイン化にむけた取り組みを進めます。

②　自動車共済について、若年層を中心に加入拡大を進めます。加入にあっては、愛車見舞金ワイド型を中心に進めます。

③　火災共済について、大規模な自然災害が多発していることからも、住宅災害の総合的な保障の確保をめざし、自然災害共済付帯とあわせた加入推進に取り組みます。

④　北海道退職者会に個人加入できることになったことから、引き続き退職者の自動車・火災共済の継続加入に向けて取り組みます。あわせて、１月には長期共済加入者に対する退職後共済の説明会を実施し、退職後共済の移行を進めます。

【北海道労済運動推進会議のとりくみ】

　2010年度の重点共済の「こくみん共済・新長期共済」、「自賠責共済」、「火災・自然災害共済」の加入拡大を進めます。特に、自賠責共済の新規加入と満期継続100％加入を重点に取り組みを進めます。また、スクラム共済の「７万人への回帰」達成にむけては、「連合スクラム共済推進本部」と連携して取り組みを進めます。

【労金ウィンターキャンペーンの推進】

　各地域の推進会議と連携し、労金ウィンターキャンペーンを積極的に取り組みます。また、労金の生活応援運動としての各種ローン・財形の取り組みを強化します。
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